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はじめに
　2016年10月4日の国保税収納率向上対策研修会で「さらなる収納率の向上のために行うこと」というタイトルで講
演を行った。2017年度は、本誌の4回の連載を通じて、国保税収納率の向上について述べていく。収納業務の最前線
を紹介し、読者の従事する国保税収納の仕事の意義を考え、国保の課題について考えてみたいと思う。1回目は群馬県
市町村国保税の実態と取り巻く状況について考えてみたい。

1. 国保税を取り巻く状況
　まずは日本全体からみていく。
　2016年10月に、2015年国勢調査の確定結果が発表
された。1920年に国勢調査を開始して以来、初めて人口
減少に転じた。2015年10月1日現在で、外国人を含む総
人口は1億2709万4745人と、前回の2010年国勢調査
と比べ、96万2607人減少した（0.8％減）。群馬県も3万
4592人減少した。高齢化率をみると、2010年国勢調査
では23.0％であったが、2015年国勢調査では、26.6％
に上昇した（群馬県は27.6％）。2060年には40％近くに
なると推計されている。少子高齢社会といわれて久しい日
本だが、これからは少子高齢社会における人口減少を実感
する時代に突入した。
　少子高齢社会では、医療費の増加が財政問題となる。日
本でも毎年1兆円ずつ医療費が増加し、2013年度には
40兆円にまで及んでいる。
　人口減少・少子高齢社会のなか、市町村国保の2015年度

の被保険者数は3182万人と、前年度より120万人も減
少している。市町村国保は、医療保険のなかでも65歳～
74歳の割合が35％と高く（健保組合2.8％）、1人当たり
医療費も32.5万円と高い（健保組合14.6万円）。また、加
入者一人当たり平均所得が83万円と低く、無所得世帯割
合も23.1％と、加入者には保険料負担が重くのしかかって
いる。
　市町村国保の2015年度の収納率は91.45％と、前年
度から0.5ポイント上昇しているが、決算補填等目的の法
定外一般会計繰入金を除いた場合の赤字額は2843億円
である。前年度と比べると243億円の赤字が減少している
が、市町村国保は、厳しい加入者構造となっているため、国
保税（料）徴収だけでは財政が厳しく、市町村の一般会計繰
入金が多額となっている。一般会計繰入金の法定分は
4957億円（前年度比9.8％）、法定外分3856億円（前年
度比1.9％）である。

2. 群馬県内市町村国保の状況
　次に群馬県に焦点をあて、国保の状況をみてみよう。
　群馬県の市町村国保の2015年度の被保険者数は、
53.8万人（加入率26.9％）と、前年度より2.2万人減少し
た（加入率1％減）。市町村国保医療費は1798億円で、前
年度と比べて2.1％増加した。1人当たり医療費も32.6万
円と、前年度と比べて6％増加した。1人当たり医療費は、神
流町が47万9381円と最も高く、上野村の42万1896
円、南牧村の39万355円と続く。一方で1人当たり医療費
が最も小さいのは、昭和村の24万7512円である。
　群馬県国保の収納率は図1に示すとおりである。全国順
位は2013年度が35位、2014年度は35位と決して高い
とはいえないが、全国平均は上回っており、近年右肩上がり
に収納率は伸びている。2015年度の現年度分収納率が
最も高い市町村は、上野村であり、南牧村、神流町と続く。

この3町村は、1人当たり医療費も高いが、収納率も高いこ
とがわかる。一方、収納率が最も低い市町村は、大泉町で、
太田市、伊勢崎市と続く。
　2015年度の現年度分滞納額は42億9216万円であ
り、2012年度の55億4995万円と比べると大きく減少し
た。現年分と滞納繰越分の累計額も、2012年度は244億
3080万円であったが、2015年度は186億214万円と、
58億円減少した。
　収支決算の状況は表1のとおりである。2015年度の収
支差引額は44億9400万円の黒字であるが、伸び率をみ
ると減少しているのと、基金繰入金及び法定外の一般会計
繰入額を除いた場合では、13市町村が赤字となることを
注意しなければならない。
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おわりに
　国保財政の維持は重要課題である。多額の一般会計繰入金は以前から問題とされてきた。財政安定化基金の設置で、
国保財政が安定することが期待される。また、市町村が一般会計繰入金を出さなくてすめば、一般会計は本来のあるべ
き姿により近づき、住民にわかりやすい自治体運営が実現できる。

3. 財政安定化基金の創設
　日本と群馬県の状況をみてきたが、国保の最大の問題
は、国保財政である。国保税（料）の徴収だけでは足りず、自
治体から一般会計繰入金が出されていることは、自治体運
営にも大きく影響してきたため、一般会計繰入金の見直し
は大きな課題であった。
　「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康
保険法等の一部を改正する法律（平成27年法律第31
号）」の制定により、2018年度から都道府県が国民健康保
険の財政運営の責任主体となることは周知のとおりであ
る。群馬県も現在、「群馬県国民健康保険運営方針」の記載
内容について検討中である。
　この改革の目玉の１つに、財政安定化基金の設置がある
（図2）。この基金は、給付増や保険料収納不足により財源
不足となった場合に備え、一般財源から財政補填をする必
要のないよう、都道府県及び市町村に対して資金の交付・
貸付を行うことを目的として設置される。交付については、

特別な事情が生じた場合、財政不足額のうち、原則として保
険料収納不足額の2分の1が交付される。貸付については、
毎年、原則として保険料収納不足及び給付費増による財政
不足額の全額となる。貸付額の償還は、原則3年間で行う。
群馬県も昨年に国民健康保険財政安定化基金を設置した。

■表1 群馬県市町村国保の収支決算（2013年度～2015年度）

■図2 財政安定化基金のイメージ図

（単位：百万円、％） 

■図1 群馬県の国保税収納率の推移（2008年度～2014年度） 

出所：厚生労働省資料 出所：群馬県資料

出所：厚生労働省資料
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